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　２１世紀、産業界では事業活動のグローバル化が進み、さまざまな国で調達・生産・

販売活動を行っています。しかし一方では、地球規模での環境悪化が懸念され、今後

のモノづくりに大きな影響を与える「地球温暖化防止のルール設定」や「循環型社会

システムの構築」に向けた国際的な取り組みが活発化していますが、改善の兆しはま

だよく見えてこないのが現状です。人間社会にとって「経済発展と環境保全の調和」

が最も重要な課題である、との認識が強まるなか、とりわけ自動車の環境負荷抑制を

担う私たち自動車関連企業の環境経営には、一層の努力が求められています。�

　私ども富士通テンは自動車部品のグローバルサプライヤーとして、｢世界の人々の

共感を呼び､未来を予感させる豊かな車社会におけるライフスタイルを描き、提案する｣

ことを事業ビジョンとしています。車におけるヒューマンインターフェースの革新（人

と車のより良い関係づくり）によって、安全と安心を確保し、快適移動空間を提供し、

地球環境へ貢献してまいります。特に、自動車の環境負荷抑制に貢献するグリーン製

品開発やモノづくりでの環境配慮においては、環境リーダーの役割を果たしてまいる

所存です。�

　環境経営においては、経済性、環境性、社会性の３つの視点で見て「持続可能な発展」

を遂げられるかどうかが重要になってきています。グリーン製品開発（企業固有の環

境課題）やモノづくりでの環境配慮（地域・地球共通の環境課題）に加え、企業倫理、

地域活性、社会貢献、文化活動など社会的課題を対象としたマネジメントに注力し、他

企業や地域・団体とのパートナーシップを強化・拡大してまいります。�

　私ども富士通テンの環境経営に対しまして皆さまのご理解、ご支援を賜りますよう

お願いいたします。�

　このたび、２００２年度を対象とする富士通テングループの事業活動における環境影響、

グリーン製品開発、環境保全活動や社会貢献活動の状況・成果など環境関連情報をま

とめ、第４号となる「富士通テングループ環境報告書」を発行いたします。この報告書

を通じて富士通テングループの環境活動の現状をご理解いただければ幸いに存じます。�

　私たちの活動内容について、何か感じられたことがございましたら忌憚のないご意

見をお待ちしております。�

�

�

２００３年７月�

編集方針�

　環境報告書は皆さまと富士通テングループとの重要なコミュニケーションのツールと考えています。また、報告書の作成においては、

目標、計画、実績などをグラフや図表を用いて分かりやすくまとめるよう努めています。�

　２００３年度版では、情報開示範囲を富士通テングループの国内販売会社および海外生産拠点にも拡大しました。�

報告範囲�

　本報告書で紹介する集計データは、２００２年度（２００２年４月１日～２００３年３月３１日）における、富士通テンおよび富士通テングループ各社（国

内：製造会社１社､販売会社３社、その他５社 海外：製造会社５社）を対象としたものです。（２００２年度の連結の範囲は環境負荷、環境会計などで

異なります。次年度からグループ全社を連結します）�
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ＡＶＮ� タイムドメインオーディオシステム�

盗難防止装置（VSS）� ミリ波レーダ�

■ 単独�
■ 連結�

： 海外製造　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰ．ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡ（米国）�

　　  　　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ｄｅ ＭＥＸＩＣＯ，Ｓ．Ａ．ｄｅ Ｃ．Ｖ．（メキシコ）�

　　  　　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＯＦ ＴＨＥ ＰＨＩＬＩＰＰＩＮＥＳ（フィリピン）�

　　  　　　天津富士通天電子有限公司（中国）�

　　  　　　ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯMＰＡＮＹ ＬＩＭＩＴＥＤ（タイ）�

  　　販売　関係会社５社（カナダ、ドイツ、イギリス、オーストラリア２社）�

  　その他　関係会社３社（アメリカ、シンガポール、フィリピン）�

生産高の推移（億円）�
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２００２�（年度）�

社     名 ： 富士通テン株式会社�

所 在 地 ： 本社事務所 〒６５２－８５１０ 神戸市兵庫区御所通１－２－２８　 ＴＥＬ．０７８－６７１－５０８１�

            ： 工場 　　　〒６５２－８５１０ 神戸市兵庫区御所通１－２－２８　 ＴＥＬ．０７８－６７１－５０８１�

       　　　　　　　   〒５０８－０１０１ 岐阜県中津川市苗木２１１０　  　ＴＥＬ．０５７３－６６－５１２１�

代 表 者 ： 代表取締役社長  槌本 隆光�

設      立 ： １９７２年１０月２５日�

事業内容 ： インフォテインメント機器および自動車用電子機器の製造、販売�

主要製品 ： インフォテインメント機器�

　　　　　　　　　オーディオ・ナビゲーション機器�

　　　　　　　　　＜車載用＞�

　　　　　　　　　　オーディオ機器�

　　　　　　　　　　オーディオ・ビジュアル関連機器�

　　　　　　　　　　ナビゲーション関連機器�

　　　　　　　　　＜ホーム用＞�

　　　　　　　　　　タイムドメインオーディオシステム�

　　　　　　　　　移動通信機器�

　　　　　　　　　　情報通信応用システム�

　　　　　　　　　　情報通信応用機器�

　　　　　自動車用電子機器�

　　　　　　　　　　コントロールユニット（ＥＣＵ）およびセンサ�

　　　　　　　　　　ミリ波レーダ（６０ＧＨｚ・７６ＧＨｚ帯）�

資 本 金 ： ５３億円（２００３年３月３１日現在）�

グループ ： 国内製造　株式会社栃木富士通テン�

       　　  　　販売　富士通テン東日本株式会社�

　　　　　　　　　　富士通テン中部株式会社�

　　　　　　　　　　富士通テン西日本株式会社�

       　　  　その他　富士通テンアクティ株式会社、富士通テンリサーチ株式会社�

　　　　　　　　　　富士通テン情報システム株式会社、富士通テンスタッフ株式会社�

　　　　　　　　　　富士通テンテクノロジ株式会社�

代表取締役社長�
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当社の事業活動・商品の環境側面と環境を守るための主な取り組み�
�
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　富士通テングループは、主に自動車に搭載するインフォテインメント機器（オーディオ・ナビゲーション機器、移

動通信機器）、自動車用電子機器などの商品開発、設計、製造、販売を事業としています。��

　グループの環境保全活動は、これらの事業活動ならびに商品の使用、廃棄が環境に与える影響を認識し、「投

入する資材や天然資源」、「排出する廃棄物や排ガス・排水など」の種類（環境側面）ごとに定量的な評価を加え

て、企画、推進しています。�

２００２年度の主な活動�

　グリーン製品開発においては、自動車の排気ガス削減のために自動車メーカと共同開発を続けてきたアイドリングストップ車用のエンジン制御コンピュ

ータを納入開始したほか、鉛フリーはんだの採用や従来製品比４０％以上の軽量化を実現したグリーン製品（市販カーＡＶ製品４機種）を市場投入しました。

また、欧州の自動車環境規制（ＥＬＶ指令０３／７有害物質規制）に適合した製品の納入を開始しました。�

　環境保全活動では二酸化炭素排出削減、廃棄物再資源化、化学物質使用削減の年度目標をほぼ達成することができました。特に、廃棄物再資源化では、

「単純焼却や埋立て処分など有効利用されない廃棄物をゼロにする」ゼロエミッションを国内全生産拠点で達成しています。�

事業活動・�
商品の流れ�

�

事業所内共通�
�

主要環境側面�
（インプット）�

�

①エネルギー資源の消費�
②水資源の消費�
③森林資源の消費�
�

④環境負荷物質の排出�
⑤生活排水�
⑥廃棄物�
�

主要環境側面�
(アウトプット)�

�

主要環境側面�
（製品）�

�
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�

地球温暖化対策①④�
全グループで省エネルギ
ー設備の導入や節電活動
を徹底しています。（P１５-１６）�
�

用紙削減活動③�
事務処理ペーパーレス化、
ペーパーレス会議の推進
やコピーの縮小･両面使用
を奨励しています。（P１８）�
��

化学物質取扱管理と�
有害物質使用削減④�
ＰＲＴＲ対象物質を重点に
取扱管理を徹底するとと
もに代替化を推進してい
ます。（P１９-２０）�
�

廃棄物減量化と�
適正処理⑥�
３R（Reduce：発生抑制、
Reuse：再使用、Recycle：
再利用）を基本に、廃棄物
発生量の削減および、埋
め立て廃棄物のゼロ化（ゼ
ロエミッション）に取り組
んでいます。（P１７）�

開発・設計�
�

①実験車両の燃料消費�
�

②実験車両の排ガス�
�

③鉱物､石油､森林資源�
　など天然資源の採取�
④製品使用時の燃料消費�
⑤製品への有害物質含有（部品）�
�

シミュレータの開発①②�
車両の実験走行に代えて、
車が走る､曲がる､止まる
などのバーチャルな動作
環境を作り出し、電子機器
の開発評価ができるシス
テムを自社開発しました。�
�

グリーン製品開発�
③④⑤�
製品環境アセスメントを
実施し、製造時・使用時の
省資源・省エネや有害物
質の使用排除、さらにリサ
イクル性をよくするために、
原材料の統一や分解し易
い構造にするなど設計に
配慮しています。（P２１-２２）�
�

環境貢献製品の開発�
車の燃費向上に直接寄与
する制御用コンピュータ、
交通を円滑にして環境保全
に貢献するＩＴＳ（インテリジ
ェント・トランスポート・シス
テムズ：高度道路交通シス
テム）関連機器などを開発･
提供しています。�

部材調達�
�

①運送車両の燃料消費�

②製造工程での環境�
　負荷物質の排出�
③運送車両の排ガス�
④持込み容器包装廃棄物�

グリーン調達の推進�
取引先に発行するグリーン
調達ガイドラインに基づき、
新規部材採用時に環境ア
セスメントを実施し、環境
影響のより小さいものを
選んでいます。�
また、取引先の環境への取
り組みについての評価・支
援も行っています。（P１１-１２）�
�

「天栄会」分科会活動�
①②③④（取引先協力会）�
環境マネジメントシステム
の構築を進めるとともに、
共同配送の実施、納入品
荷姿の通箱化や部品の鉛
フリー化の推進などをテ
ーマに自主的な活動を展
開しています。�

製　造�
�

①製造設備の電力消費�
�

②製造工程での環境�
　負荷物質の使用・排出�
③不要部材（端材･仕損品）��
④使用済み部材容器包装�
�

⑤製品への有害物質�
　含有（副資材）�
�

①自動車の燃料消費�
 （間接影響）�
�

①使用済み製品�
 （シュレッダーダスト）�

地球温暖化対策①�
組立工程の削減、リードタ
イムの短縮など生産性の
向上に取り組んでいます。�
�

環境負荷物質の削減�
②⑤�
鉛フリーはんだの適用拡
大や電子基板のコーティ
ングレス化など、ＰＲＴＲ対
象物質の使用削減、ＶＯＣ
ガス（有機溶剤）の排出抑
制対策を強化しています。
（P１９～２２）�
�

部材容器包装の�
リユース④�
部品メーカの緩衝材リユ
ースに協力するため、製
造工程でトレー・リール・
スティックなどを分別して
返却しています。�

製品物流･販売･�
アフターサービス�

�
�

①物流・営業車両の燃料消費�
②カタログ・製品容器包装�
　製作での紙消費�

③物流・営業車両の排ガス�
④使用済みカタログ・�
　製品容器包装�

グリーン物流の推進�
①③�
目的地や出荷量をトータ
ルに管理し、積載効率の向
上・輸送距離の短縮に取り
組んでいます。（P１６）�
�

エコカーの採用①③�
ハイブリッドカーなどの低
公害車への転換を進めて
います。（P１６）�
�
製品容器包装再資源化②�
パルプモールド緩衝材の
採用や包装箱の収納効率
を高める取り組みを行っ
ています。�
�

カタログ･製品説明資料へ
の環境配慮②�
再生紙や環境負荷の少な
い印刷インクの利用を進
めています。�

製品使用�
�

製品廃棄�
（回収･リサイクル）�

製品の省エネルギー設計（製品使用①）�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P２１）�
�

※当社製品のほとんどは車に取り付けられるため、廃車時にシュ�
レッダーダストとして埋め立て処分されています。�
また、２００３年１月に施行された自動車リサイクル法では、将来、
「車リサイクル率」目標値が設けられる見込みです。�
�

使用済み製品の環境汚染リスク低減（製品廃棄①）�
製品に含有する有害物質全廃に取り組んでいます。�
（対象物質：鉛、六価クロム、カドミウム、水銀など）�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P２１-２２）�
�

使用済み製品の資源循環（製品廃棄①）�
使用済み製品の積極的な回収は行っていませんが、回収された
製品は修理期間中の代替品として活用したり、解体して付加価値
の高い部品の再利用を進めています。�
今後は、製品リサイクル可能率の向上に取り組みます。�
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（P２２）�
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1. 富士通テン企業ビジョン（ＶＩＳＩＯＮ2012）�
　２００２年１０月に創立３０周年を迎えた富士通テンでは、来たるべき３０年先を見据え、新たな１０年に向けてグローバ

ル企業としてのあるべき姿と、進むべき道を示した「富士通テン企業ビジョン（ＶＩＳＩＯＮ2012）」を制定しました。�

　富士通テンは環境を経営の最重要課題のひとつと位置付け、この企業ビジョンに基づき、環境に関する取り組み方

針である「富士通テングループ地球環境憲章」を制定、環境に関する基本理念・基本方針・行動指針を定めています。�

2. 富士通テングループ地球環境憲章�
　「富士通テン企業ビジョン」の制定に伴い、「富士通テン地球環境憲章」（１９９２年１１月制定）を見直し、２００３年

３月に新たに「富士通テングループ地球環境憲章」として制定しました。�

　自然との調和を大切に、独自のカーエレクトロニクス技術を生かして、クルマ社会の発展と緑豊かな２１世紀

社会に貢献するための取り組みをグローバルに展開することをコミットメントしています。�

　富士通テングループは、「富士通テングループ地球環境憲章」に基づき、「グリーンライフ２１－すべてをグリー

ンに」をコンセプトに、あらゆる事業領域で環境活動を行います。�

3. 環境活動コンセプト�

環境活動コンセプト�

4. 環境取り組みプラン�
　「富士通テングループ地球環境憲章」に定めた事項を具体的に実践していくため、２００３年３月に、２００５年度を

最終達成年度とする第４期「富士通テングループ 環境取り組みプラン」を策定しました。�

　これらのパフォーマンス目標を達成するため、環境マネジメントのグループ連携を強化するとともに、設計か

ら製品廃棄までの各プロセスや、製品そのものの環境負荷を正確に捉え、マネジメントするためのシステム構築

を進めます。�

　また、Ｇｒｅｅｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（企業固有の環境課題）やＧｒｅｅｎ Ｆａｃｔｏｒｉｅｓ（地域・地球共通の環境課題）に加

え、企業倫理、地域活性、社会貢献、文化活動など社会的課題を対象としたマネジメントに注力し、他企業や地域・

団体とのパートナーシップ醸成につながる活動を強化・拡大します。�

使用済自動車の環境配慮に関するEUの規制。車両への指定有害物（鉛、６価クロム、
カドミウム、水銀）の使用禁止や車両のリサイクル率の確保について規定されている�

5. 目標・実績・評価�
　第３期環境行動計画に対する２００２年度の実績は下表の通りとなり、地球温暖化対策を除くすべての項目で目

標を達成しました。�

基本理念� 基本方針� 行動指針�

行動計画最終目標�項   目� ２００２年度実績� 評  価� 参照ページ�

国
内
生
産
拠
点
対
象�

重点取り組みテーマ� 行動計画� ２００３年度目標�項   目�

○�

◎�

○�

○�

△�

２１�
２２�

１７�

１８�

１５�
１６�

１９�
２０�

富士通テングループは、�

Automotive Electronics, Entertainment, 

Information Technology関連企業として事

業活動、製品・サービスが地球環境と密接

に関わり合っていることを認識し、環境経営

を推進する中で企業市民としての責任を果

たし、緑豊かな２１世紀社会へ貢献する。�

１．�

�

２．�

�

３． �

４．�

１． 総合的な取り組み�

２． 基本の徹底�

３． 社会との連携・協力�

評価 ＝ ◎ : 目標を上回った   ○ ： ほぼ目標通り   △ ： 目標を下回った　 × ： 目標を大幅に下回った�

製品への環境配慮� ２００２年に鉛フリーはんだ適用製品を市場投入する。�
メイン基板に鉛フリーはんだを
使用したＡＶＮ１機種を市場投入�

本社工場と中津川工場においてゼロエミッション達成のための対策を
２００２年度末までに完了するとともに再資源化率を９６％に向上させる。�

用紙購入量を２００２年度末までに１９９９年度実績比で３０％削減
する。�

ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で１９９５年度比２１％未
満に維持する。�

二酸化炭素排出量を生産高原単位で２００２年度末までに１９９０
年度実績の９１％以下に抑制する。�

廃棄物減量化対策�

有害物質使用削減対策�

地球温暖化対策�

Green Products�
＋Green Sourcing

Green Factories�
＋Green Logistics�

＋Green Sourcing

３０％�

１３％�

９３％�

国内３工場で対策完了�
再資源化率９８％�

製品含有禁止物質の対象拡大� グローバル�

グローバル�

グローバル�

グローバル� ４％以上�

１４％以上�

３％以上�

８４％以上�

９％以上�

１００％�

９％以上�

国内�

国内�

地球温暖化対策の推進�

省資源・資源循環対策の推進�

ゼロエミッション工場の実現�
■地球温暖化対策の推進�
■省資源・資源循環対策の推進�
■化学物質の環境リスク低減と使用削減対策の推進�

化学物質の使用削減と�
環境リスク低減対策の推進�

GREEN LIFE 21
すべてをGreenに�

工場�
（生産）�

上下流�
（調達・物流）�

製品�
（開発・設計）�環境に貢献する技術開発、グリーン製品の提供�

■製品環境アセスメントの実施�
■エコデザインの推進�
■グリーンプロダクツ要素技術の開発� 環境経営の基盤づくりと情報の発信・開示�

生産の上下流での環境配慮�
■グリーンパートナーシップの醸成�
■グリーン調達（環境に配慮した部材調達）�
■グリーン物流（環境に配慮した製品物流）�

Green Factories Green Sourcing and Logistics

Environmental Management
環境マネジメント�

地球環境保全�

Global Environmental Protection

鉛はんだの使用を２００５年７月以降に生産する全新製
品において廃止する� 顧客向け機種フェーズイン�

代替技術の確立と切替計
画の策定�

代替技術での製品試作評
価完了�

対象部品の調査完了�

６価クロムを含有した部品の使用を２００４年末までに全
廃する�

水銀を含有しないバックライトを使用した製品を２００５
年度末までに市場投入する�

鉛・カドミウムを含有した部品の使用を２００５年６月末
までに全廃する（＊）�

二酸化炭素排出量（生産高当り）を２００５年度末までに
２００２年度比で１５％削減する�

二酸化炭素排出量（生産高当り）を２００５年度末までに
１９９０年度比で１５％削減する�

廃棄物再資源化率９０％を２００５年度末までに達成する�

廃棄物再資源化率１００％を維持する�

PRTR対象物質使用量（生産高当り）を２００５年度末ま
でに２００２年度比で３０％削減する�

廃棄物排出量（生産高当り）を２００５年度末までに２００２
年度比で１０％削減する�

廃棄物排出量（生産高当り）を２００５年度末までに２００２
年度比で１０％削減する�

＊欧州ELV指令（※）の禁止時期未定のものを除く全廃時期�

Green Products

※ 欧州ELV（End of Life Vehicle）指令 ：�

私たちは、「Automotive  Electronics」「Entertainment」そして「Information 
Technology」の３つの分野を融合させた、新たな領域の創造に取り組んでいます。�
ＩＴの活用によるクルマの高度化と人に優しいインターフェースの革新によって、社
会とクルマをシームレスに融合させ、「安全と安心の確保」「快適移動空間の提供」
「地球環境への貢献」を目指します。�

Entertainment

Information
Technology

Automotive
Electronics

安全と安心の確保�

快適移動空間�
の提供�

地球環境への�
貢献�

企業理念� 組織風土� 事業ビジョン�
私たちは、「誠」を大切にして働き�
お客様・社会に貢献します�

お客様第一�
品質至上�

MAKOTO
誠�

社会への�
責任・貢献� 働きがい�

Sincerity

Challenge
敢�

創�
Originality

Bright &
Speedy

快�

Accomplish
遂�

励�
Encourage

変化を求めて�

果敢に挑戦する�

創意工夫をする�

明るく  楽しく  速く�

目標を完遂する�

対話を活発に行い�

励まし合う�

環境影響の最少化を目指したサイト

環境保全活動推進�

関係会社・仕入先との協力体制強化

による最新環境技術の製品への適用�

グリーン調達・グリーン物流推進�

環境教育の充実による全員の意識

高揚�

ヒューマンインターフェース�
の革新�

ヒューマンインターフェース�
の革新�

5 6

方針・目標・総括�



6. 環境会計�
　環境保全に係わる費用と経済効果･物量効果を定量的に把握・評価する「環境会計」を２０００年３月期から実施

しています。２００２年度から海外生産拠点にも環境会計の導入を始めており、今回は環境コストを集計しました。�

　「環境会計」は、経営の一環として環境保全活動を捉え、環境負荷の低減を効率よく進めるとともに、当社の

環境保全活動への理解を深めていただくための重要なツールと受け止め、環境省のガイドライン、先進企業の

環境会計システムなどを参考にして「富士通テングループ環境会計ガイドライン」を制定し、集計結果を公表し

ています。�

　しかし、「環境会計」を経営ツールとして充分に活用するためには、環境コストをどのように予算化するか、個々

の環境投資に対する経営判断のために経済効果･物量効果をどう捉え、どう基準化するかなど、多くの課題を残

しています。また、情報開示の視点では、会計の信頼性向上のため、さらに「環境会計ガイドライン」の検討・見

直しを重ねるとともに、社内監査制度を整備します。�

　国内連結の環境コストは前年度より１２百万円増加し、３１９百万円
となりました。主な増加要因は、鉛フリー実装技術確立のための工
数が増え、研究開発コストが２９百万円増加したためです。�
　また、海外拠点全体の環境コストは８４百万円でした。�
　国内連結の経済効果は前年度よりわずかに増加し、１３６百万円で

した。グリーン製品適合機種が増えたことにより研究開発効果が２２
百万円、不要設備・治具の部品再使用による購入部品コスト削減効
果が１９百万円、それぞれ増加しましたが、製品の部品再使用による
購入部品コスト削減効果が、部品価格の低下や部品の取り外し・検
品費用の高騰などにより３９百万円減少しました。�

環境コストの考え方�

環境コストの内訳� 環境効果の内訳（経済効果）�

経済効果の考え方�

単   独�

２００１年度�２００２年度�

連   結�

国　内�
海　外�環境コスト�

分　　類�

公害防止コスト�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�

下水道費�

上下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷コスト�

環境ビジネスコスト�

経済効果�

物量効果�

公害防止効果�

地球環境保全効果�

資源循環効果�

管理活動効果�

研究開発効果�

社会活動効果�

環境損傷効果�

環境ビジネス効果�

８�

２６�

６３�

１１�

５�

８３�

８８�

９�

０�

０�

２９３�

１０�

２４�

２５�

１３�

２�

２８�

２５�

０�

０�

１２７�

－１１５�

９�

２６�

７８�

１２�

５�

８７�

８８�

１４�

０�

０�

３１９�

１２�

５�

４�

２�

３�

５８�

０�

０�

０�

０�

８４�

１０�

２６�

３２�

１３�

２�

２８�

２５�

０�

０�

１３６�

－１６３�

─�

─�

─�

─�

─�

─�

─�

─�

─�

─�

─�

その他の�
効果�

事業�
エリア�
効果�

事業�
エリア内�
コスト�

上下流効果�

計�環境コスト�

計�

環境負荷低減量（２００２年度負荷量 － ２００１年度負荷量）�
ＣＯ２排出量 （単位：ｔ－ｃ）�

富士通テン単独� 国内連結� 海  外�

（単位 ： 百万円）�

（単位 ： 百万円）�

２００２年度環境会計�

内　　　容�

大気・騒音防止等のためのコスト、環境関連設備のオペレーションに係る人件費�

省エネルギー対策費用、温暖化防止等のコスト�

廃棄物リサイクル費用等、資源の効率的利用のためのコスト�

公共下水道費�

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる負荷を抑制するためのコスト（製品リサイクルコスト）�

管理活動における環境保全コスト（認証維持コスト等）�

研究開発活動における環境保全コスト（グリーン製品・環境対応技術の設計・開発費用）�

社会活動における環境保全コスト（緑化推進コスト等）�

環境損傷に対応するためのコスト（土壌・地下水汚染等の修復コスト、補償金等）�

環境ビジネスに係わるコスト�

生産活動により得られる付加価値の内、環境保全活動の寄与額�

電力・油・ガス等の使用量減に伴う費用削減額�

廃棄物減量化、有効利用等による削減額�

廃製品等のリサイクルによる有価品・リユース品の売却額、部品再使用による部品代差額�

ISO１４００１構築による効率化、従業員の社内教育効果�

グリーン製品、環境配慮型製品の販売貢献額、ライセンス収入額�

環境広報活動による企業イメージアップ貢献額�

地下水汚染対策等による住民補償等の回避額�

環境ビジネスの販売貢献額�

環境リスク低減�

全体的に環境�
コストダウン�
�

（投資額を環境に係る割合で按分）�

新規設備投資は５年間の定額償却とした年額、その他は該当年度の発生コストを計上�

　事業活動に伴って発生させた環境負荷や保全活動の物量効果な
ど、環境パフォーマンスを絶対値で把握するとともに、重要と考える
環境負荷と経営関連指標（生産高・環境コスト）とを関連づけた環
境負荷改善指標を設定し、経営の視点から保全活動の効率を評価し
て環境マネジメントのスパイラルアップを図っています。�

■ 環境コスト・経済効果の分類・集計の考え方�

■ 物量効果と環境負荷改善指標�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

環境負荷�

【２００２年度の結果】�

　２００２年度のＣＯ２排出量に関する「環境効率（＊1）」は前年度より
向上しましたが、「環境負荷改善効率（＊２）」は、生産増に伴うエネル
ギー使用量の増加分を抑制しきれず、マイナス値となりました。�

【２００２年度の結果】�

単   独�

２００１年度� ２００２年度�

国内連結�
経済効果�

（単位 ： 百万円）�

※「製品環境負荷物質含有量」、「製品リサイクル可能率」については、負荷量を�
　 算出・管理するシステムを構築中です。�

年　度�

２００２�

２００１�

単　独�

０．２６５�

０．２６１�

国内連結�

０．２９２�

０．２８２�

年　度�

２００２�

２００１�

単　独�

－３６.９　�

１３．７�

国内連結�

－５０.９　�

１０．４�

　２００３年度からは、海外生産拠点の環境効果（経済効果・物量効果）
を加え、富士通テングループ全社を連結した環境会計を実施します。�

■ 今後の取り組み�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

      計�

： 維持コストの節約、有価物売却などによる収入�

： 環境教育など、ある定義にて経済的効果が�
  あったとみなした効果�

： 環境汚染や訴訟などのリスクを回避したと�
  考えられる効果�

実質効果（コストダウン）�

み な し 効 果 �

リ ス ク 回 避 効 果 �

０�

２５４�

２６�

２８０�

０�

２６６�

２７�

２９３�

２００１年度�２００２年度�

０�

２８１�

２６�

３０７�

０�

２９２�

２７�

３１９�

０�

８１�

３�

８４�

２００２年度� 実質効果�

みなし効果�

リスク回避効果�

        計�

８６�

４０�

０�

１２６�

６２�

６５�

０�

１２７�

２００１年度� ２００２年度�

９０�

４１�

０�

１３１�

７１�

６５�

０�

１３６�

重要と考えている環境側面と環境負荷�

① 生産エネルギーの使用 ――― 二酸化炭素（ＣＯ２）排出量��

② 使用済み製品の廃棄　 ――― 製品環境負荷物質含有量�

　 　　　　　　　　　　 ――― 製品リサイクル可能率�

＊１ 環境効率（生産高／環境負荷）：�
　  単位環境負荷当たりの生産高を表わす指標�
　 （改善効果が進めば進むほど、経済価値が向上することが見えるものです）�
＊２ 環境負荷改善効率（環境負荷の低減量／環境コスト）：�
　  時系列での比較評価により明らかになった環境改善効果と環境コストとの関係を表す指標�
　 （環境対策が進めば進むほど、絶対値が増えにくくなります。また環境負荷が前年度を上ま�
 　 わるとマイナス値になります）�

環境効率（生産高／ＣＯ２排出量）� （単位 ： 億円／ｔ‐ｃ）� 環境負荷改善効率（ＣＯ２排出削減量／環境コスト）� （単位 ： ｔ‐ｃ／億円）�

環
境
コ
ス
ト�

環
境
効
果�

【環境会計の基本事項】�

１．対象期間　（１）２００２年度 ： ２００２年４月１日から２００３年３月３１日まで�
　　　　　　  （２）２００１年度 ： ２００１年４月１日から２００２年３月３１日まで�

２．集計範囲　（１）単独 ： 富士通テン株式会社の国内全生産拠点（本社工場・中津川工場）�
　　　　　　  （２）国内連結 ： 富士通テングループの国内全生産拠点（富士通テン本社工場・中津川工場、栃木富士通テン）�
　　　　　　  （３）海外 ： 富士通テングループの海外全生産拠点（FTCA・FTCP・FTdM・天津富士通天・FTTL）�

３．準拠ガイドライン�
　（１）環境負荷改善指標 ： 環境省公表「事業者の環境パフォ－マンス指標（２０００年度版）」�

　（２）環境会計 ： 環境省公表「環境会計システム導入のためのガイドライン（２０００年度版）」に準拠して作成した「富士通テングループ環境会計ガイドライン」�

４．環境負荷改善指標における負荷の範囲 ： �
　 環境省から二酸化炭素排出係数が示されている「エネルギー使用量（電気・油・ガス）」�

５．環境コストの算定基準�
　（１）減価償却の集計方法 ： 耐用年数５年の定額法により、費用に含めています。�

　（２）複合コストの計上基準 ：「環境会計システムの確立に向けて（２０００年報告）」に準拠し、環境保全に関わる部分だけを集計しています。�

６．環境保全対策に伴う経済効果の算定基準�
　（１）対象とした効果の範囲 ： 事業活動から産出する財・サービスの使用時・廃却時における環境負荷の減少を対象とした実質的効果および推定的効果�

　（２）投資の効果の発現期間とその根拠 ： 実質効果については投資の減価償却期間（５年）と整合させています。�

　　　推定的効果については、環境保全の寄与額や操業ロス回避額など、その年度内に完結するもの以外は、効果の発現期間を１２ヶ月としております。�

　　　効果の集計の根拠は以下のとおりです。�

　　　① 生産活動により得られる付加価値に対する環境保全活動の寄与額�　効果額 ＝ 付加価値×環境保全設備の維持運営コスト／総発生費用�

　　　② 法規制不遵守による事業所操業ロス回避額�　効果額 ＝ 付加価値／稼動日数×操業ロス日数�

　　　③ 広報活動効果額�　効果額 ＝ 新聞・雑誌の広告費用×記事掲載件数�

（リスク回避効果・�
  みなし効果）�
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1. 推進組織�
　１９９２年に「地球環境委員会」を設置し、その下部組織に各拠点（事業所）の環境保全を担当する「サイト環境

分科会」と製品への環境配慮を担当する「グリーン製品分科会」を置いて活動しています。�

2. 環境マネジメントシステム�
　富士通テングループの環境マネジメントは、国際規格（ISO

１４００１）に基づいたＰｌａｎ／Ｄｏ／Ｃｈｅｃｋ／Ａｃｔｉｏｎの体系化

されたツールを活用するとともに、環境会計や環境パフォー

マンス指標の導入など、時代と社会の要請に応じた改善を加

えながら事業活動のあらゆる段階に展開しています。また、「富

士通テン環境行動計画」を着実に達成していくため、年度ごと

に環境方針、環境マネジメントプログラムを策定し、さらに全

部門・全社員の取り組みとなるよう、細部の環境マネジメント

プログラムへ展開しています。�

　また、拠点間の連携活動については国内拠点、海外拠点の

連絡会議、製品環境対策の推進活動については課題別に推進

会議を設置しています。�

3. ＩＳＯ１４００１認証取得状況�
　富士通テングループでは、全生産拠点でＩＳＯ１４００１の認証を取得する方針で、既に国内３拠点、海外４拠点では

認証取得を終えています。海外５拠点目である富士通テンタイランドで２００３年１２月のISO１４００１認証取得に向け

た活動を進めているほか、本年度中にすべての拠点で環境マネジメントシステムを構築し、グループ連携の強化

を図ってまいります。�

　２００３年５月には、富士通テンヨーロッパ（ＦＴＥＧ）が認証を取得しました。富士通テングループの販売拠点での

認証取得は今回が初めてです。�

�

4. 環境監査�
　環境マネジメントシステムに基づく内部監査を実施し、その結果を基に環境保全活動状況をチェックしながら、

１年間のマネジメント活動に評価を加え、さらに環境マネジメントシステムのスパイラルアップを図ります。�

5. 法規制値の遵守状況�
　国内の富士通テングループにおいて、水質・大気・騒音・振動に関する測定を定期的に実施しており、２００２年

度は環境関連法に関する環境規制値および自主基準値を超えた環境排出はありませんでした。環境関連法に

関する国内生産拠点の環境測定結果データは、２５～２８ページをご参照ください。�

環境マネジメントの体系�

拠点名� 認証取得年月日� 審査機関名� 認定機関名�

国  

内�

海  

外�

富士通テン 本社工場�

富士通テン 中津川工場�

栃木富士通テン�

ＦＴＣＰ（フィリピン）�

ＦＴＣＡ（アメリカ）�

天津富士通天（中国）�

ＦＴdＭ（メキシコ）�

ＦＴＥＧ（ドイツ）（＊）�

ＦＴＴＬ（タイ）�

1997年6月24日�

1997年8月26日�

1997年10月27日�

1998年10月21日�

1999年6月17日�

1999年12月15日�

2 0 0 0年 6月 2日�

2003年5月26日�

2003年取得予定�

JACO�

JACO�

JACO�

TÜV Rheinland�

LRQA�

CCEMS�

LRQA�

TÜV Rheinland�

未 定�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＤＡＲ�

ＡＮＳＩ・ＲＡＢ�

ＺＨＢ・ＵＫＡＳ�

ＲＡＢ・ＡＮＳＩ�

ＤＡＲ�

未定�

前年度監査結果�

�

�

統括責任者が主任環境管理監査者を指名�・・・�

・・・�

・・・�

監査計画�

システム変更点�

前年度監査以降の変化�

環境側面の変化�

統括責任者が方針・目標などを見直し�

是正・結果報告�

環境管理監査者�
リフレッシュ教育�

�

監査計画に基づき環境管理監査者全員が�
事前スタディ�
�

内部環境監査�

監査報告�

① 環境管理責任者対象�

② 各部門幹部社員対象�

③ 環境関連施設管理者対象�

 ： 約１４０項目�

 ： 約  ７０項目�

 ： 約  ３０項目�

チェックリストによる全部門監査の実施�

是正件数�指摘件数�

５６件�５６件�

監査者�主任監査者�

３４名�１２名�

内部監査�

　ISO１４００１認証取得から５年が経過し、システムとしてのレベル
アップはできてきた反面、ルールの重要性／必要性を周知徹底する
などの基礎的な部分を維持していくためのしくみを再検討する必
要があるとの指摘を受け、環境教育実施方法・実施内容などの見直
しを実施することになりました。�

【２００２年度内部環境監査結果】�

基本理念・方針�
富士通テン地球環境憲章�

�

経営層による見直し�
経営会議�

地球環境委員会�
�

計画･目標�
富士通テン環境行動計画�

�

点検･是正�
方針点検・内部監査制度�

�

実施・運用�
環境マネジメントシステム�

�

経営企画本部�

品質保証本部�

環境監査チーム� 地球環境部�

�

営業本部�

調達本部�

開発本部�

生産本部�

経営会議� 担当役員 ： 福島 紘一郎�

グリーン調達�

製品環境情報システム運用･インフラ整備�

包装減量化･物流効率化･生産技術開発�

法務･広報･教育･社会貢献�

品質問題の未然防止�

顧客要求事項調査･伝達�
サービス部:部品再使用�

サイト環境分科会� グリーン製品分科会�

製品環境アセスメント･グリーン製品開発�

地球環境委員会�

省エネ･廃棄物削減･化学物質排出削減�

拠点連携会議�

課題別推進会議�

国内グループ環境連絡会議�

海外グループ環境連絡会議�

グリーン製品開発推進会議�

製品環境アセスメント推進会議�

鉛フリー推進会議�

六価クロムフリー推進会議�

指摘件数と是正件数�

国内グループの監査者数�

開
発
本
部�

事
業
本
部�

生
産
本
部�

本
社
工
場�

中
津
川
工
場�

栃
木
富
士
通
テ
ン�

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ａ（
ア
メ
リ
カ
）�

Ｆ
Ｔ
ｄ
Ｍ（
メ
キ
シ
コ
）�

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ｐ（
フ
ィ
リ
ピ
ン
）�

天
津
富
士
通
天（
中
国
）�

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｌ（
タ
イ
）�

�

＊販売拠点�
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6. 環境教育�

訓練実施状況（模擬対処訓練）�

実施回数� 延べ参加人数�工場名�

１回�

３回�

５回�

１３名�

１０４名�

２４名�

本社工場�

中津川工場�

栃木富士通テン�

　社内教育プログラムに「環境管理」を取り上げ、各階層別に環境教育を実施しています。特に、環境管理業務

に直接携わる環境管理責任者、環境保全推進員や環境管理監査者および環境有意作業者に対しては、必要な知

識・技術を身につけてもらうため特別教育（新任研修またはリフレッシュ教育）を行っています。�

　２００２年度の特別教育の実施結果は下表の通りでした。�

11. グリーン調達�
　環境経営の最重要課題である「グリーン製品開発」を促進するため、グリーン調達の考え方や目標、調達する

部品・原材料・副資材への環境配慮要求事項をまとめた「グリーン調達ガイドライン」を制定（２００１年９月）、取

引先に配布しています。�

　２００２年は「仕入先の製造工程で使用する化学物質」を管理項目に加え、改訂版を発行しました。また、前年

度の評価点が低かった取引先に対する環境マネジメントシステムの構築支援を強化した結果、グリーン調達率

は９８％となり、目標のグリーン調達率８５％以上を達成しました。今後は残った取引先への支援をさらに積極的

に行い、２００３年度末までに「グリーン調達率９９％以上（金額ベース）」の達成を目指します。�

�

　２００１年度から、当社のグリーン製品開発および工場の環境負荷
低減にご協力いただいた取引先の活動を対象に、優秀事例を選考し
て表彰する「環境貢献賞」を設定しています。２００２年度の表彰実績
は右の通りです。�

7. 緊急時の対策訓練�
　１９９５年１月の阪神大震災以来、緊急事態への備えと

して毎年続けている化学物質の漏洩事故（貯蔵施設付

近）を想定した模擬対処訓練のほか、化学物質の使用

職場では、作業中に溢した場合の処置訓練、常備して

いる処置用具の点検を定期的に実施しています。�

8. 環境関連の事故・訴訟�
　２００２年６月、中津川工場において石油業者が地下タンクに重油を充填する際、バルブ操作を誤りタンクローリ

ーのタンクからＡ重油（約４０Ｌ）があふれて路面へ漏洩する事故が発生しました。�

　立ち会っていた従業員の指示により、緊急処置班が常備されているオイルフェンス・吸着マットなどを使って

アスファルト路面で重油の拡散を食い止め、工場敷地外への流出を防ぐことができました。また、翌日には重油

の浸透したアスファルトを張り替える恒久対策を完了しました。（関係先報告済み）�

　なお、本件以外に環境関連の事故の発生はありません。また、環境関連の訴訟はありません。�

10. 関連企業・取引先との連携�
　環境への負荷を極力少なくし、資源・エネルギーの循環的利用を促進するためには、自らの事業エリア内の取

り組みのみならず、部品・原材料やサービスの取引先（上流側）、弊社製品の納入先（下流側）並びに富士通グル

ープなどの関連企業と連携した効率のよい取り組みが不可欠と考えています。�

9. グリーン購入�
　事務用品や蛍光灯などについて、グリーン購入を進めています。２００２年度は新たにグリーン製品６品種を定

型購入品に指定し、定型品カタログに掲載して優先的に購入するようにしました。�

　これにより、１８５品種（定型購入品全体の９０％）がグリーン製品となり、残る２０品種についても、グリーン購入

基準を満たす商品の調査を継続し、グリーン購入化を進めます。�

評価項目と配点 

評価項目� 評価項目�配点� 配点�分 類�

環境に関する方針�

環境影響評価と環境関連法�

環境保全活動の計画�

環境マネジメントに関する組織・体制�

環境保全に関する教育啓発活動�

省エネ・省資源活動�

廃棄物減量化・リサイクル活動�

環境負荷物質の使用削減活動�

利害関係者とのコミュニケーション�

環境マネジメントシステムの文書化と文書管理�

緊急事態への準備�

点検および是正�

経営層による見直し�

環境負荷開示への取り組み�

社会貢献・地域活動への取り組み�

１２�

１２�

１２�

１２�

４�

４�

４�

４�

４�

４�

４�

１２�

４�

４�

４�
パフォーマンス�
評価（２０点）�

環境マネジメント�
システム評価（８０点）�

環境マネジメントシステム評価 ： ８０点満点�

■ 取引先環境側面評価結果（評価対象 ： ２００１年度＝２９１事業者、 ２００２年度＝３７３事業者）�

２
０
０
１�（
年
度
）�２
０
０
２�

パフォーマンス評価を加えた総合評価 ： １００点満点�

特別教育� 階層別研修�

環境管理責任者研修�

�
環境管理監査者教育�

環境保全推進員教育�

環境有意作業者教育�

リフレッシュ教育�

新任課長研修�

職長/班長研修�

新入社員研修�

教育名�

幹部社員�

幹部社員�

専門職�

延べ人員�

延べ人員�

受講者数�

２名�

２２名�

２３名�

１６０名�

１２,３５２名�

幹部社員�

中堅社員�

新入社員�

模擬対処訓練�
（栃木富士通テン）�

受講者数�

２９名�

４７名�

１１２名�

グリーン調達ガイドライン�

【グリーン調達率】�

【取引先様へのお願い事項】�

【グリーン調達の定義】�

 環境保全面で配慮（省エネ・省資源、リサイクルの容易さなど）されたグリーン部材の調達�

【グリーン部材の定義】�

 ・ＩＳＯ１４００１の認証を取得、またはそれに準拠した環境保全活動に取り組んでいる企業から�

   調達している部品、原材料、副資材�

 ・当社の規定する使用禁止物質を含まない部品、原材料、副資材�

１．環境マネジメントシステムの確立�
   ２００３年度末までにＩＳＯ１４００１の取得、あるいはこれに準拠した環境マネジメントシステムの構築�

２．当社「行動指針」にマッチした環境保全活動の推進�
  ・環境負荷物質の管理とリスク低減�
  ・小型二次電池を使用している製品への表示�

・省エネルギー、省資源�
・再資源化への配慮�

・包装材への配慮�
・鉛フリーへの対応�

１３％�
（４８）�

５２％�
（１９４）�

１９％�
（７０）�

７％�
（２７）�

１０％�
（３９）�

３３％�
（１２４）�

２６％�
（９５）�

１２％�
（４３）�

９％�
（３４）�

３％�
（１２）�

７％�
（２６）�

９％�
（３４）�

（　）内は事業所数� （　）内は事業所数�

■ 環境貢献賞�

２００２年度 表彰実績   ３社  �

「電解コンデンサのスリーブの鉛フリー化」�

関連企業�

富士通グループ「関係会社環境会議」�

富士通グループ環境会計�

課題別委員会・富士通環境ソリューションフォーラム�

トヨタ「仕入先環境連絡会」ＷＧ活動�

鉛フリー共同研究・鉛フリーフォーラム�

グリーン調達ガイドライン�

要求事項の伝達�

取引先環境評価�

製品環境アセスメント実施基準�

富士通テン グリーン調達ガイドライン�

取引先分科会活動�

容器包装リユース協力�

ＩＳＯ認証取得支援�

環境提案制度�

環境表彰制度(貢献賞)

富士通テン� 取引先�

環
境
憲
章
・
取
り
組
み
プ
ラ
ン�

８０点� ７９～７０点� ６９～６０点� ４９点～�５９～５０点� １００点� ９９～９０点�８９～８０点�７９～７０点�６９～６０点�５９～５０点� ４９点～�

２００２年度目標　８５％以上�

２００２年度実績　９８％ （目標達成）�

１２％�
（３５）�

３７％�
（１０８）�

２３％�
（６８）�

７％�
（１９）�

９％�
（２５）�

２３％�
（６６）�

２５％�
（７２）�

１４％�
（４０）�

９％�
（２５）�

４％�
（１３）�

１６％�
（５０）�

２１％�
（６１）�
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1. 情報開示・広報�
　富士通テングループでは、環境情報の開示を、企業が果たすべき社会的説明責任の最も重要な要素の一つと

考え、環境報告書などを通じて、当社の環境情報をご紹介しています。�

　併せて、グループ従業員に対しても、環境保全活動の重要性や全員参加の活動であることを理解してもらうた

め、社内報やイントラネットを通じて環境情報の開示を行っています。�

2. 社会貢献活動�
　富士通テングループでは、サイト内での環境保全活動とともに、地域の皆さんとパートナーシップを築きなが

ら資源循環型社会の構築にも積極的に取り組んでいます。�

名   称� 参加者� 実施月�工場名�

国
　
内�

工場周辺美化活動 �

須磨海岸クリーン作戦 �

六甲山クリーンハイキング�

工場周辺美化活動 �

工場周辺美化活動 �

         同　上�

約   ３０名��

約 １００名��

約   ９０名��

約 ３００名��

約   ６０名��

約 １２０名�

６月�

９月�

１１月�

１１月�

５月�

１０月�

本社工場�

�

中津川工場�

�
栃木富士通テン�

　当社の環境情報を取りまとめた「環境報告書」を２０００年度より発
行し、当社の関連企業や取引先に配布しているほか、工場見学者や
一般の方からの要求にも応じて配布しています。�
　また、「環境報告書」は冊子での配布のほか、当社ホームページ
でも公開しています。ホームページでは２００３年度から、英語版（抜
粋）もご覧いただけるようになります。（英語版は８月掲載予定です）�
　なお、富士通テングループでは、一方通行の情報開示ではなく、
皆さまとのコミュニケーションを積極的に図りたいと考えておりま
すので、富士通テングループの環境活動に関するご意見、環境報告
書のご感想などを、是非お寄せください。�

■ 環境報告書（本書）�
　周辺地域および通勤路の清掃活動を通じ、多くの従業員が地域の
皆さんと協働しています。２００２年度の活動実績は下表の通りです。�

■ クリーン作戦�

　阪神淡路大震災の教訓を活かし、本社工場の立地する区域内の
住民組織である「防災福祉コミュニティ」と、当社を含む区域内の企
業・病院との間で、災害時における避難場所や、資機材・人材の提供、
救援物資の配布などに関する協定を締結し、災害時の協力体制を確
立しています。�
　当社は、その幹事会社として年間の事業計画のとりまとめなど、
重要な役割を担っています。�

■ 防災福祉コミュニティへの参画（本社工場）�

　富士通グループの国内工場では、法定緑地面積（緑化率）を維持
しています。また、天津富士通天（中国）では温室で花壇用の花を栽
培しており、園芸活動の場として活用しているほか、従業員の環境
意識向上に役立っています。�

■ 工場緑化�

　会社と労働組合の共同出資により、「富士通テン社会貢献基金」
を設立し、その基金をもとに社会福祉施設への寄付や文化体育部
による福祉施設慰問などの支援を行っています。�
　そのほか、ボランティアグループ「音工房（おとこうぼう）」による
「愛の輪ふれあいコンサート」の支援や社内外でのチャリティコン
サートの開催、および「ふれあい工房」による、社員を対象にした車
イス体験会などの活動も行っています。�
　また、中津川工場では年1回「チャリティ講演会」を開催し、その
収益を毎年、中津川社会福祉協議会を通じて福祉施設に寄付してい
ます。�

■ 富士通テン社会貢献基金�

２００２年５月  表彰（社会貢献活動による数々の寄贈／中津川工場）�
　　　 ８月  感謝状（中津川夏まつりへの長年の参加／同上）�
２００３年３月  無災害時間記録証（第一種  ７００万時間／同上）�

■ 表彰・その他の実績�

　２０００年２月から、イントラネット内に地球環境部ホームページを
開設し、トピックスやイベントなどの一般情報や、グリーン製品開発
などに関する専門情報を提供しています。�
　また、各部門の環境負荷実績の入力、および集計などの作業をイ
ントラネット上で行えるよう、再整備を行いました。�

■ 社内向け環境ホームページ�

　環境に関する取り組みや、家庭における環境配慮のヒントなどを
周知するための社内広報誌「みんなの地球」を年１０回発行し、イン
トラネット上で提供しています。�

■ 社内向け広報紙「みんなの地球」�

 環境省主唱による環境月間（毎年６月）には多数の従業員が参加し
て、さまざまな行事を行います。�

■ 環境月間�

■ 社外広報実績�

ご意見、ご感想などは下記ＵＲＬからどうぞ��

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/

ミニ環境展�

２００２年度の実施内容�

ホームページ�

健康福祉エコフェスタ�

須磨海岸クリーン作戦�

福祉コンサート�

工場周辺美化活動（中津川工場）� 工場周辺美化活動（栃木富士通テン）�

２００２年 ５月�
８月�
１０月�

２００３年 ３月�

鉛フリーはんだを使用したグリーン製品発売�
２００１年度環境会計および環境報告書発行�
本社工場・中津川工場でゼロエミッション達成�
栃木富士通テンでゼロエミッション達成�

■ 社外展示会への出展実績�

２００２年 ５月�
９月�
１０月�

自動車技術展�
健康福祉エコフェスタ�
中山道 街なかフェスタ�

・ 地球環境委員長メッセージの�
   イントラ掲載  �

・ 社内ミニ環境展の開催  �

・ 通勤路の美化清掃  �

・ 環境標語募集  �

・ 環境フォトコンテスト募集�
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環境コミュニケーション�
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　富士通テングループでは、共通の取り組みとして「地球温暖化対策」・「省資源・資源循環対策」・「化学物質

の使用削減と環境リスク低減対策」を推進します。�

　「第３期環境行動計画（２０００年度～２００２年度）」では、国内生産拠点を連結管理の範囲として行動目標を定

めており、海外生産拠点や販売拠点については、個別に各国の実状に合わせた活動を単独で行っていました。

しかし、２００３年度以降は、富士通テングループすべてを連結管理の範囲とした「第４期環境取り組みプラン

（２００３年３月策定）」により、グローバルに活動を展開します。�

�

　地球温暖化の原因となるＣＯ２排出量を削減するため、省エネ設備の導入や節電の徹底はもちろん、設計・生産・

物流の効率化や事務の効率化などの省エネルギー活動に取り組んでいます。�

　２００３年度以降については、新たなＣＯ２排出抑制対策として、生産工程におけるグリーンプロセス活動の導入

や再生可能エネルギー利用の技術導入・グリーン電力の購入・森林保全など対象を広げた活動に着手します。�

�

1. 地球温暖化対策�

２００２年度目標�

２００２年度実績�

CO２排出量を生産高原単位で９０年度実績の９１％に抑制�

９０年度実績の９３％（目標未達）�

第４期取り組みプラン�
［グローバル］ CO２排出量（生産高当り）を２００５年度末までに２００２年度比で１５％削減する。�

［　国　内　］ CO２排出量（生産高当り）を２００５年度末までに１９９０年度比で１５％削減する。�

【コージェネレーション設備導入（熱併給発電）】�

　本社工場では、冷温水発生機の更新にあたってコージェネレーシ
ョンシステムを導入しました。�
　このシステムは、都市ガスを燃料にガスタービンを動かして発電
（５０kw）を行い、その排熱を冷暖房などに利用する非常に効率的な
システムです。低公害・省エネルギー装置として地球環境保全、地球
温暖化防止に貢献します。�
�
【その他の実施事項】�

・ 照明インバーター制御の導入（中津川工場）�
・ ライン統廃合によるチップ実装機、ボンド硬化炉の削減�
　（中津川工場）�
・ 省エネ強調月間（巡回指導）の実施�
・ 社内報による従業員の啓発�
�

■ 物流車両・社有車の温暖化対策�

　ＣＯ２、ＮＯＸの排出抑制のため、昨年度に引き続き荷姿変更や調達
物流（部品のルート納入）および車両入れ替えなどによる輸送効率の
改善に取り組みましたが、２００２年度は製品輸送量の増加により燃費
指数距離（＊）が１９９９年度比で２２６ｋｍ（約３％）増える結果となりました。�
　今後の対策としては、海外生産品の荷揚げ港を製品納入先により
近い港へ変更（陸上輸送距離の短縮）して、燃費指数距離の改善を
図ります。�

　また、アイドリングストップの励行や定期メンテナンスの徹底およ
び低公害車の導入を進めています。�
＊燃費指数距離 ：�
  走行距離×燃費指数（当社従来の実測値：４ｔ車を「１」とすると、１１ｔ車は「１．３５」）×台数�

■ 事業所での省エネルギーの取り組み�

　地球温暖化の原因となるＣＯ２排出量を削減するため、空調・照明
の節電、省エネ型設備の導入やライン統廃合による設備稼動の無駄
の排除、さらには設計・生産・物流の効率化や事務効率化なども省

エネルギー対策の一環として捉えて全社活動を展開しています。第
３期環境行動計画の最終年度となる２００２年度目標（生産高当りの
ＣＯ２排出量）は未達成となりました。�

コージェネレーション設備�

※政府の定める「低公害車開発普及アクションプラン」に基づき、「低公害車」の範囲に�

  「低燃費かつ低排出ガス車」を加えました。�

［グローバル］� ［国　内］�

［国　内］�

※２００２年度は、国内の販売・物流拠点・テクノセンターを加えた実績です。�
※電力のCO２換算値については、電気事業連合会の換算値を使用しています。�
　なお、２００２年度の係数は提供されていないため、２００１年度の係数を使用しています。�※海外生産拠点のCO２排出量の換算値は、国内の換算係数を使用しています。�

２００２年度 実績�

15 16

環境負荷低減の取り組み�

エネルギー使用量の推移�
（電力換算）�

44,000�
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0
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800�
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200�

0

31,940

676

34,761

721

35,009

872

35,732

762

36,863

748

37,053

948

37,113

1,024

39,909

42,870
1,117

（億円）�（MWh）�

■ エネルギー使用量�
-●- 生産高�

２００２年度 種類別構成比�

■ 社有車台数�
■ 低公害車�
-●- 導入率�

燃費指数距離の推移�

２００２年度 拠点別構成比�

２００２年度 種類別構成比� 拠点別構成比�

生産高当たりのCO２排出量と�
原単位の推移（エネルギーのみ）�
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低公害車導入率の推移�

100�

80�

60�

40�

20�

0

79

17

22

92

36

39

98

43

44

（台）�

100�

80�

60�

40�

20�

0

（%）�

（年度）�

（t-c/億円）�（t-c）�

■ CO2排出量�
-●- 原単位�

電力 76.4%

都市ガス�
14.7%

灯油 0.2% ＬＰG 0.2% その他 3.1%

本社工場�
45.7%

中津川工場�
38.8%

栃木富士通テン�
11.0%

国内販社�
1.5%
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　本社工場では、廃却する製造設備や治具から使用できる部品を回
収し、治具の新規製作に再使用しています。�
　２００２年度はスピードコントローラ約１,０００個、シリンダ約３００個な
どを回収しました。また、中津川工場・栃木富士通テンでも同様の取
り組みを行っています。�
　なお、栃木富士通テンでは、社会貢献活動の一環として部品の回
収作業を授産施設に委託しています。�

■ 廃却設備・治具の部品回収・再使用�

　本社工場・栃木富士通テンでは、生ゴミ処理機により社員食堂の
生ゴミを肥料化し、肥料は社内の希望者への無償配布のほか、処理
機メーカーに製品出荷時の担体（菌の住みか）として利用してもら
うなど有効活用しています。（栃木富士通テンは、近隣の富士通（株）
小山工場の協力を得て同工場に持ち込み、生ゴミの肥料化を実現）�
　また、中津川工場では、微生物によって生ゴミを水とメタンガスに
分解する消滅槽を導入しています。�

■ 生ゴミの肥料化�

　廃棄物（紙ゴミ）の総量削減、森林資源保護などのため、ペーパ
ーレス活動を推進しています。�

　事務処理のペーパーレス化やコピー機への裏紙トレイの設定に
よる裏紙使用の推進などの対策により、２００２年度の１９９９年度に対
する削減率は３０％となって、目標を達成しました。また、国内のす
べての工場で部門ごとに購入予算枚数を決めて、コピー用紙の発注
管理を徹底しています。�
　２００３年度以降は、国内工場で現状購入量を維持するとともに、海
外拠点でのペーパーレス活動を推進します。�

■ 用紙購入量削減対策�

　２００１年４月に施行された改正廃掃法では、廃棄物の適正処理に
関する規定が強化されました。�
　当社では、マニフェスト制度を確実に運用すると同時に、廃棄物
が適正に処理されているかを確認するため、廃棄物処理業者（収集
運搬・中間処理・最終処分）は年1回、リサイクル業者は３年に１回、
それぞれ書類監査および現地監査を実施しています。�
　また、富士通グループの代表監査制度（＊）に参加し、監査の効率化
を図っています。�
　２００２年度は２３社を対象に監査を実施した結果、書類監査・現地
監査ともに、改善が必要となる処理業者はありませんでした。�
＊代表監査制度 ： 富士通グループ内の複数の工場・事業所が同じ処理業者に委託している�
　　　　　　　  場合、代表事業所が監査を行い、監査結果を水平展開する制度�

■ 廃棄物業者の監査�

２００２年度 実績� ２００２年度 実績�

事務処理のペーパーレス化実績�

用紙購入量の推移�２００２年度 拠点別構成比�廃棄物の排出量と再資源化率�

２００２年度 種類別構成比�

廃棄物リサイクル事例（廃製品・廃部品）�

２００２年度 拠点別構成比�

２００２年度 種類別構成比�

２００２年度 拠点別構成比� ２００２年度 処理方法別構成比�
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■ 排出量�

-●- 再資源化率�

　富士通テングループでは、３Ｒ（Reduce：発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：再利用）を基本に、廃棄物の減

量化および再資源化に取り組んでいます。�

　国内グループの生産拠点では、「２００５年度末までにゼロエミッション達成」を目指してきましたが、２００２年９月

末に本社工場と中津川工場が、２００３年１月末には栃木富士通テンがゼロエミッションを達成し、国内すべての工

場でゼロエミッションを達成しました。�

　ゼロエミッションの課題は、シュレッダダストとして埋め立て処分されていた本社工場の廃製品・廃部品（解体・

リサイクルルートの開拓）、中津川工場・栃木富士通テンの廃酸（中和剤としてリサイクル化）で、これらの課題解

決により国内生産拠点連結の２００２年度「再資源化率」が９８％となりました。�

2. 廃棄物減量化対策�

　また、国内生産拠点連結の２００２年度「廃棄物排出量」は１,３７４ｔと
なり、２００１年度の１,３９６ｔから僅かながら減少しましたが、神戸物流
センターでは海外から納入される製品の包装廃棄物（木製パレット
やダンボールで、すべてマテリアルリサイクルしています）が増加し
たため、発生量は５４８ｔと２００１年度（２８４ｔ）の２倍近くに増加してい
ます。�

　今後も、海外生産の拡大に伴って国内に納入される製品の包装廃
棄物の発生量は増加傾向が続くと予想されるため、第４期取り組み
プランでは目標指標に「生産高当りの廃棄物排出量」を加えて、海
外生産拠点と連携したグローバルな削減対策に取り組みます。�
　また、海外工場のゼロエミッションについては２００７年度末の達成
を目指します。�

本社工場と中津川工場でゼロエミッション(＊)達成のための対策（廃製品・廃部品、廃酸の再資源化）を完了する。�
廃棄物再資源化率 ９６％以上�

国内すべての工場でゼロエミッション達成のための対策を完了（目標達成）。廃棄物再資源化率 ９８％ （目標達成）�

＊富士通テングループの「ゼロエミッション」の定義 ：�
  事業所から排出される廃棄物の発生抑制、再使用、再利用の３Rにより、単純焼却や埋め立て処分など有効利用されない廃棄物をゼロにする。�

第４期取り組みプラン（２００３年度～２００５年度）�

［グローバル］ 廃棄物排出量（生産高当り）を２００５年度末までに２００２年度比で１０％削減する。廃棄物再資源化率９０％を２００５年度末までに達成する。�
［ 国       内 ］ 廃棄物排出量（生産高当り）を２００５年度末までに２００２年度比で１０％削減する。廃棄物再資源化率１００％を維持する。�

［グローバル］� ［国　内］�
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　社内で使用されるすべての化学製品について、「化学物質安全データシート」により管理対象物質の有無や

含有量（率）、人体への悪影響や環境へのリスクを把握する化学物質アセスメントを制度化し、環境リスクの高

い化学製品を特定して使用低減活動を行っています。�

　現在、使用低減活動の中心は、PRTR（＊１）対象物質のうち使用量の多い鉛、トルエン、キシレンおよびVOC（＊２）

のなかでも使用量の多いＩＰＡ（イソプロピルアルコール）となっています。�

　２００２年度も引き続き製造ラインの統合や製品混流化によるはんだ消費量の抑制、ならびに設計改善による

はんだ使用量の削減に取り組み、２００２年度目標（１９９５年度比１８%以下）を達成しました。�

　第４期環境取り組みプランでは、はんだの鉛フリー計画を反映させてＰＲＴＲ対象物質使用量削減計画を策定

し、２００２年度比３０％削減を目指して取り組みます。�

＊１ ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register 環境汚染物質排出・移動登録制度）：�
有害性のある化学物質が環境中へ排出する量と、廃棄物や製品に含まれて事業所の外に移動する量を集計し、公表する制度で、日本ではPRTR法が
２００１年３月から施行されています。 �

＊２ ＶＯＣ（Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物）：�
常温で揮発し、大気に拡散した有機化合物が光化学オキシダントを生成して森林を破壊したり、発ガン性、環境ホルモンなどの有害化学物質として環境を
汚染し、生態系への影響が懸念されている。�
�

　従来から使用されている鉛入りはんだ（鉛含有率約３７％）に代わ
る、鉛フリーはんだの材料開発・工法開発を進め、２００２年度は、鉛フ
リーはんだ適用製品を市場投入（７月）しました。（詳細は「鉛フリー
はんだ使用製品（２２ページ）」を参照してください）�
　また、はんだそのものの使用量を削減するため、設計段階からプ
リント基板の小型化やＳＭＤ化（表面実装化）による削減を進めて
います。�

■ はんだ（鉛）使用量の削減対策�

　はんだと同様に製造ラインの統合や製品混流化による使用削減
のほか、機械洗浄の間欠化や更に機械洗浄を中止して定期点検整
備時の拭き取りへと自主取り組みを強化しています。�

■ ＩＰＡ使用量の削減対策�

　富士通テングループ各社には、事業に関わる工程排水はありませ
ん。また、生活排水については下水道排水口、浄化槽排水口で法定
水質測定を行うほか、雨水排水溝についても自主的な水質測定を
実施しています。�
　２００２年度は、法や条例の規制値および自主基準値を超えた項目
はありませんでした。�
（詳しいデータは２５～２７ページを参照してください）�

■ 水質汚染対策�■ 化学製品登録数�

【登録件数】�

　水質と同様に、大気・騒音・振動についても自主管理基準を設けて、
定期的な測定を実施しています。２００２年度は法や条例の規制値お
よび自主基準値を超えた項目はありませんでした。�
（詳しいデータは２５～２７ページを参照してください）�

■ 大気汚染・騒音・振動対策�

　富士通テングループでは、過去の使用物質である１,１,１-トリクロ
ロエタン、トリクロロエチレンについて、敷地内の使用経歴のある場
所での土壌調査を２００１年度に完了し、土壌汚染のないことを確認
しています。�

■ 土壌･地下水汚染対策�

　代替フロンは、一部（製品修理工程）でコーティング材除去のため
に使用しておりましたが、２００２年９月にフロン以外の溶剤で除去で
きるコーティング材に変更し、代替フロンの使用全廃を実現しました。�

■ 代替フロン全廃(中津川工場)

　ＰＲＴＲ法を厳守するため、化学物質の購入・廃棄量の管理集計を
行う「ＰＲＴＲ対象物質（購入・廃棄）管理システム」を化学製品使用
現場に展開し、イントラネットによる一元的管理を実施しております。
　２００２年度は第１種指定化学物質の事業所ごとの取扱量５ｔ以上の
ものが行政への報告対象となっており、富士通テングループでは主
に中津川工場で使用している「キシレン」が対象となり、報告を行い
ました。�

■ 環境汚染物質排出・移動登録（PRTR）制度への取り組み�

２００２年度 ＰＲＴＲ結果�

化学製品取扱登録件数�

3. 有害物質使用削減対策�

２００２年度目標　PRTR対象物質使用量を生産高原単位で１９９５年度比２１％未満に維持する�

２００２年度実績　１９９５年度比１３％ （目標達成）�

第４期取り組みプラン（２００３年度～２００５年度）�

［グローバル］ ＰＲＴＲ対象物質使用量（生産高当り）を２００５年度末までに２００２年度比で３０％削減する。�

［グローバル］�

［国　内］�

２００２年度 実績�

有害物質使用量と原単位の推移� ２００２年度 拠点別構成比�

ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）使用量の推移� ２００２年度 拠点別構成比�

拠点別構成比�

■ 鉛�
■ トルエン・キシレン�
-●- 原単位�

中津川工場�
７５%

本社工場�
２５%

取扱量� 大気への�
排出�

公共用水域�
への排出�

下水道への�
移動�

当該事業所�
における�
土壌への排出�
（埋立処分以外）�

当該事業所�
における�
埋立処分�

当該事業所�
の外への移動�
（下水道への�
移動以外）�

リサイクル量、�
除去処分量、�
消費量�

排　出　量� 移　動　量�

第一種指定�
化学物質の名称�

第一種指定�
化学物質の�
号番号�

63�

227�

230�

64

5,019.0�

1,306.0�

9,982.0�

  65.0

5,019.0�

1,306.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

0.0�

0.0

0.0�

0.0�

9,982.0�

 65.0

キシレン�

トルエン�

鉛及びその化合物�

銀及びその水溶性化合物�

■ 本社工場�
■ 中津川工場�
■ 栃木富士通テン�

100�

80�

60�

40�

20�

0
9998979695 00 01 2002（年度）�

（ｔ）�

８９� ８９�

７１�

５７�
４７� ４６� ４４�

３１�

１％�

７％�

１２％�

３０％�
９％�

１０％�

２４％�

７％�

■ 中津川工場�
■ ＦＴＣＰ�
■ 天津富士通天�
■ ＦＴdＭ�
■ 栃木富士通テン�
■ 本社工場�
■ ＦＴＣＡ�
■ ＦＴＴＬ�

栃木富士通テン�
２０% 中津川工場�

６５%

本社工場�
１５%50�

40�

30�

20�

10�

0
9998979695 00 01 2002（年度）�

（ｔ）�

120�

100�

80�

60�

40�

20�

0

（kg/億円）�

43

34
38

35

 31
 19 22

12
19

7
15

7 12 7 10 6

300�

250�

200�

150�

100�

50�

0
999897 00 01 2002（年度）�

（ｔ）�

151
129 129

161
131 135

165
140 144

175
149 154

198
175

161

265�
�

182
164

115

101

58

44
35

18
24

15

19 20

環境負荷低減の取り組み�

鉛�

キシレン�

トルエン�

銀�

使用量�物　質�

合　計�

28,774 �

5,019 �

1,306 �

65 �

35,164 

※対象範囲 ： 取扱量が１００ｋｇ以上の第一種指定化学物質　（単位 ： kg）�

（単位 ： kg）�



塩ビ（電線被覆、チューブ、電解コンスリーブ）�

ターンシート、コーティング材�

モータ整流子、ヒューズ、接点、顔料、�

ニカド電池�

電球のガラス�

機械加工用アルミ（1＜鉛≦２％）�
（鉛≦１％は ２００８年７月に規制）�

はんだ�

厚膜ペースト�

クロメート処理�

液晶のバックライト�

グリーン製品�
シンボルマーク�

＊ＰＤＭ［Product Data Management］システム ： �
  製品情報管理システム�
  図面、部品表や仕様書など製品に関する技術情報の�
  データを管理するシステム�
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製品・技術の環境配慮・貢献�

２００３年度�含有部位�

欧州向　全廃完了�

欧州向　全廃完了�

２００４年度� ２００５年度� ２００７年度�２００６年度�

鉛�

カドニウム�

６価クロム�

水銀�

７月�

７月�

７月�

７月�

７月（新規製品より）�

規制時期未定�

規制時期未定�

部品中の高温はんだを除き鉛フリー�

７月�

７月�

４月�

７月�

４月�

１月�

１月�

１月�

部品材料の環境情報を�
電子データで収集�

評価結果に対する�
マネジメント�

アセスメントチェックリスト�

アセスメント実施管理�

有益関連情報の共有�

製品環境情報を�
電子データで提供�

ＰＤＭシステム�
�

製品環境アセスメント�
情報システム�

（データベース）�
�

お客様への環境負荷情報提供�
�

製品名�

� ユニット�

アセス実施�
（未/済）�

�

有無�物質名�量�

部 品�

部 品�

部 品�

部 品�

未�

済�

済�

済�

有�

無�

有�

カドミ�

水銀�

2ｍｇ�

6ｍｇ�

グリーン製品開発�
�

製品企画・設計�

量   産   化�

仕入先部品メーカ�

部品の材料情報提供�

製品環境アセスメント�

量産OK グリーン製品�

合格� 認定�

納入先自動車メーカ�

有害物質情報開示�

リサイクル可能率開示�

自動車輸出国の廃車規制に対応�

　６価クロムはブラケット、デッキシャーシなどの鋼板やねじの亜鉛
めっき部分に含まれており、２００４年１２月末全廃を目指し代替技術
の確立を進めています。�
　２００２年より、品質が確認できた代替部品について採用を開始し
ています。�

■ ６価クロムフリー対応�

1. 欧州ELV指令への取り組み�

　富士通テンでは、１９９５年に設計段階で製品ごとにアセスメントを実施し、一定の基準をクリアしたもののみ製

品化する「製品環境アセスメント」のしくみを確立しています。さらに一定基準をクリアしたうえで、特に省エネ・

省資源・有害物質排除などで顕著な改善を実施した製品を「グリーン製品」と認定する制度を運用して、製品へ

の環境配慮を促進しています。�

　２００２年度に新規設計した製品の「グリーン製品」適合率は２５％でした。（５４７品番／２１５０品番）�

　欧州では２００３年７月よりＥＬＶ指令が施行され、鉛、カドミウム、６価クロム、水銀が一部の使用用途を除き含有

禁止となります。当社では、これまで鉛、カドミウムについて２００３年７月の禁止用途での全廃を完了しました。�

　２００４年以降はELV指令の規制時期に先がけ、含有部位ごとに全廃を進めていきます。�

2. 製品環境情報システム�

　２００５年７月以降の全新製品への鉛フリーはんだ適用を目指し、は
んだ付け工法の確立や部品の切り替えを進めています。�
　２００２年７月には鉛フリーはんだ適用の第一号機としてＤＶＤナビ

ゲーション内蔵ＡＶ一体機ＥＣＬＩＰＳＥ「ＡＶＮ３３０２Ｄ」を市場投入し
ました。２００３年は顧客向けのオーディオ機器に適用を開始し、以後
機種を拡大していきます。�

　ＰＤＭシステム＊と連携した製品環境マネジメントシステムを構築
し、グリーン製品の設計開発支援ツールとして約６００名の設計者が
利用しています。今後はさらにバージョンアップし、自動車メーカに

定量的な製品環境情報をタイムリーに提供するためのシステムとし
ていきます。�

■ 鉛フリーはんだ�

６価クロムフリーの亜鉛めっき鋼板を採用した製品�

エアバッグ制御コンピュータ� エンジン制御コンピュータ�

含有部位ごとの規制時期と当社の全廃計画�
■ ELV規制時期�
■ 当社全廃時期（製品出荷ベース）�

ＥＣＬＩＰＳＥ「ＡＶＮ３３０２Ｄ」� 鉛フリーはんだを使用したメイン基板�



　北米で販売しているスピーカ（サブウーファ：ＳＷ９１８２Ｐｒｏを

はじめ１１機種）は環境負荷低減を目的として、製品からマグネッ

トを脱着できるように構造を変更しています。スピーカは基本

的にマグネット部分と、コーン紙、フレームなどに分かれます。ス

ピーカの破損は、ほとんどが可動部であるコーン紙やコイル部

分になります。マグネット自体は特に可動する部分がなく、破損

する可能性はごく少ないため、再使用すれば材料資源の保護、

輸送コスト（エネルギー）の低減などにつながります。�

　また、お客様にとっても、破損した場合の修復費などが安くな

る、今後色違いのコーン紙を発売した場合、マグネットを残して

コーン紙のみを取り替えることができるなどのコストメリットを

得ることにもなります。�

3. スピーカの環境対応�

4. 自動車の排出ガス低減　～CNGエンジン制御コンピュータ～�

5. 自動車の低燃費化�
    ～エンジン制御コンピュータ、Intelligent Idling Stop制御コンピュータ～�
　トヨタ自動車（株）のＶｉｔｚ U-Intelligent Idling Stopは、クラストップの低燃費２５．５kｍ／Lを実現しました。

当社はエンジン制御コンピュータとIntelligent Idling Stop制御コンピュータの開発を担当しました。�

シフトがDレンジの状態でブレーキを踏み、�
車両が停止すると…�

エンジン側�
プーリー�

エンジン側�
プーリー�

タイヤ側�
プーリー�

ローギア状態�
（発進時等）�

ハイギア状態�
（高速走行時等）�

タイヤ側�
プーリー�

ブレーキを離すと…�

発進時�

車両停止中�

エンジン�
再スタート�

エンジン�
ストップ�

　トヨタ自動車（株）のフラッグシップサルーン・センチュリーの

ＣＮＧ（Compressed Natural Gus：圧縮天然ガス）Ｖ１２エン

ジンシステム用に、当社の制御コンピュータが採用されました。�

　ＣＮＧエンジンは、地球温暖化の原因となるＣＯ２の排出量が

ガソリンエンジンより２割程度少なく、また光化学スモッグ・酸

性雨などの環境汚染を招くＮＯx・ＣＯ・ＨＣの排出量も少なく、

ＳＯx・ＰＭ（粒子状物質）の排出はほとんどゼロという、クリー

ンなエンジンです。（平成１２年基準排出ガス７５％低減レベル：超-

低排出ガス相当）�

CNG V１２エンジン�

CNGエンジン制御コンピュータ�

■ 燃料製造・輸送時   ■ 走行時�

各自動車のCO２排出量（ガソリン車を１００とした比較）�

0 20 40 60 80 100

ガソリン車�

LPG車�

ディーゼル車�

CNG車�

電気自動車�

　ＣＶＴ制御の他、燃費向上のための新規アイテムを追加しました。�

■ エンジン制御コンピュータ�

　車両停車中にエンジンを自動停止させ、発進時に再スタートを行
うシステムです。シフトがＤレンジの状態でブレーキを踏み、車両が
停止するとエンジンが自動停止し、ブレーキを離すとエンジンが再
始動します。この車両停止中のエンジン停止により２kｍ／Lの燃費
向上が図れます。�
　なお従来のシステムではNレンジ（ニュートラル）時のみのエンジ
ン停止機能となっていましたが、日本で初めてＤレンジでも車両停
車時に自動的にエンジンを停止する機能を追加しました。�

■ Intelligent Idling Stop制御コンピュータ�

Intelligent Idling Stop制御コンピュータ�

エンジン制御コンピュータ�

CVT（無段変速機）�

ブレーキ�

ブレーキ�

ＣＶＴ制御�

　ＣＶＴ（無段変速機）は、有効直径を自由に変えることができる
２つのプーリー（エンジン側とタイヤ側）をベルトで結んだ構造で、
走行状況に見合った任意のギア比を設定できます。この特性を
利用し、エンジンの最もトルクのある回転数をキープするように
変速機のギア比を制御することで、効率を大幅に向上させること
ができます。�

充電制御システム�

　車両の加速/減速の走行状態に応じ発電電圧をコントロールし、
発電によるエンジン負荷を低減してエンジンの低燃費化を図ります。�

フューエルポンプＰＷＭ制御（＊）�

　ＰＷＭ制御を採用し、エンジン回転数などに応じた燃料吐出量
に制御することで、フューエルポンプの長寿命化および消費電力
の低減を図ります。�
＊PWM制御（Pulse Width Modulation control）： パルス幅制御�

クーリングファンＰＷＭ制御�

　ＰＷＭ制御を採用し、エンジン状態に応じて、クーリングファン
を制御することで、冷却性能および静粛性の両立を図りました。�

外部制御式連続可変容量コンプレッサー�

　外部可変容量コンプレッサーを採用し、冷房負荷に応じてコン
プレッサーの稼動容量の制御を行うことにより、燃費の向上など
を図りました。�
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ｐH�

ＢＯＤ（ｍｇ／L）�

ＳＳ（ｍｇ／L）�

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／L）�

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／L）�

フェノール類（ｍｇ／L）�

銅及び化合物（ｍｇ／L）�

亜鉛及び化合物（ｍｇ／L）　�

鉄及び化合物（ｍｇ／L）�

マンガン及び化合物（ｍｇ／L）�

クロム及び化合物（ｍｇ／L）�

フッ素化合物（ｍｇ／L）�

５．０～９．０�

２，０００�

２，０００�

１５０�

５�

５�

３�

５�

１０�

―�

―�

８�

５．６～８．６�

１,３４０�

５６０�

１２０�

２�

４�

２．４�

４�

８�

―�

―�

６.４�

８．２�

８６０�

３４０�

４３�

＜０.５�

＜０.０５�

０.０１�

０．１�

０．０３�

―�

―�

０．１�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

水  質�

ＮＯｘ（ｍL／Ｎｍ３）�

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）�

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）�

昼間（ｄＢ）�

朝・夕（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

昼間（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

１５０�

１．２�

５０�

７０�

７０�

６０�

―�

―�

１２０�

―�

１４�

６５�

６５�

５５�

６０�

５５�

３５�

※�

０.４�

６３�

６４�

５４�

４８�

４７�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

大  気�

騒  音�

振  動�

排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共下水道に放流�

大　　  気 ： 燃料は都市ガスを使用（※ＳＯｘは測定していません）�

騒音・振動 ： 工業専用地域�

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。�

　　 マンガンおよびクロムは３年連続不検出のため、当社基準に基づき測定を停止しております。�

注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。�

本社工場（所在地　兵庫県神戸市）�

■ 有害物質使用削減対策�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

水  質�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

大  気�

騒  音�

振  動�

中津川工場（所在地　岐阜県中津川市）�

２００２年度 環境関連法に関するデータ�

１. 本社工場の活動実績�

※２００２年度は、物流拠点・テクノセンターの実績を工場の集計に加えています。�

ｐＨ　�

ＢＯＤ（ｍｇ／L）�

ＣＯＤ（ｍｇ／L）�

ＳＳ（ｍｇ／L）�

大腸菌群数（個／ｃｍ３）�

窒素（ｍｇ／L）�

リン（ｍｇ／L）�

ヘキサン抽出・動植（ｍｇ／L）�

ヘキサン抽出・鉱物（ｍｇ／L）�

フェノール類（ｍｇ／L）�

銅及び化合物（ｍｇ／L）�

亜鉛及び化合物（ｍｇ／L）　�

鉄及び化合物（ｍｇ／L）�

マンガン及び化合物（ｍｇ／L）�

クロム及び化合物（ｍｇ／L）�

フッ素化合物（ｍｇ／L）�

５．８～８．６�

１６０（１２０）�

１６０（１２０）

２００（１５０）

３,０００�

１２０（６０）�

１６（８）�

３０�

５�

５�

３�

５�

１０�

１０�

２�

８�

６．１～８．３�

１０�

２２�

６�

Ｎ.Ｄ.�

３６�

３�

２�

２�

０．０５�

０．０２�

０．３８�

０．６�

０．２�

０．２�

０．２�

６.６�

５�

１１．０�

３．０�

Ｎ.Ｄ.�

１０�

１．９�

＜１�

＜１�

＜０．０２５

＜０．０１�

０．０７�

０．５�

＜０．１�

＜０．１�

＜０．１�

ＮＯｘ（ｍｌ／Ｎｍ３）�

ＳＯｘ（Ｎｍ３／ｈ）�

ばいじん（ｍｇ／Ｎｍ３）�

昼間（ｄＢ）�

朝・夕（ｄＢ）�

夜間（ｄＢ）�

昼間（ｄＢ）�
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５６�

４８�

４３�

４８�

４４�

７９�
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排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共用水域に放流�

大　　  気 ： 燃料はＡ重油を使用�

騒音・振動 ： 第二種区域�

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。�

 　　過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。�

注２）ND ： 不検出�

注３）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。�
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�

19,232 19,727

2002
（年度）�

19,920

22,227

18,983
18,230
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２００２年度 環境関連法に関するデータ�

2. 中津川工場の活動実績�
　中津川工場は、岐阜県中津川市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、敷地面積約３１,２００m２、従

業員５０７名（２００３年３月末現在）の自動車用電子機器専用工場です。�

■ 廃棄物減量化対策�

２００２年度 用水使用量�

� 上水道�

２８,９９８m３�

工業用水�

５０,７２９m３�

循環使用�

０m３�

電 力�

１７,９２４ＭＷｈ�

都市ガス�

５８６ｋm３�

２００２年度 エネルギー種類別使用量�

�

２００２年度 用水使用量�

� 上水道�

３１,１３２m３�

�

地下水�

１,０５８m３�

循環使用�

０m３�

電 力�

１０,９７３ＭＷｈ�

Ａ重油�

７６２ｋl

灯 油�

７ｋl

ＬＰガス�

５ｔ�

２００２年度 エネルギー種類別使用量�

２００２年度 種類別構成比� ２００２年度 用紙購入量�

２００２年度 種類別構成比� ２００２年度 用紙購入量�

３．７ｔ�

４５.１ｔ�

4.65

6.55

1,588

6.22

1,688

6.54

1,650
3.61

4.98

1,687

1,7951,792

1,825
1,856

3.9
3.45

1,832

1,955

3.31

うち特別管理産業廃棄物 １.４t（０.１％）�

うち特別管理産業廃棄物 ０.０４t（０％）�

金属くず�
１２％�

事業系一般ゴミ�
１２％�

廃プラスチック�
１０％�

その他 １％�

紙くず�
２２％�

金属くず １６％�

し尿汚泥 ２２％�

廃プラスチック�
３２％�

その他�
  　８％�

紙くず ５５％�

木くず�
１０％�

　本社工場は、兵庫県神戸市の瀬戸内海に面した工業専用地域内にあり、全事業の開発・設計部門を含

む本社事務所とカーＡＶ製品の製造工場を有する敷地面積約４３,５００m２、従業員２,２０９名（２００３年３月末

現在）の工場です。�
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4. 販社・海外グループのサイトデータ（２００３年３月現在）�

富士通テン東日本株式会社�
設立：1988年12月9日　資本金：9千万円　従業員数：112名�

富士通テン中部株式会社�
設立：1994年4月1日　資本金：3千万円　従業員数：40名�

富士通テン西日本株式会社�
設立：1994年4月1日　資本金：8千万円　従業員数：73名�

■ 国内販売会社�

ＦＴＣＡ （FUJITSU TEN CORP. OF AMERICA／アメリカ）�
設立：1976年8月20日　資本金：1,150万USドル　従業員数：292名　�

ＦＴｄＭ （FUJITSU TEN de MEXICO／メキシコ）�
設立：1996年2月14日　資本金：260万ペソ　従業員数：719名�

ＦＴＣＰ （FUJITSU TEN CORPORATION OF THE PHILIPPINES／フィリピン）�
設立：1990年8月17日　資本金：13,000万ペソ　従業員数：1,187名�

天津富士通天電子有限公司 （中国）�
設立：1995年12月21日　資本金：872万USドル　従業員数：1,603名　�

FTTL （ＦＵJITSU TEN (THAILAND) COMPANY LIMITED／タイ）�
設立：1998年8月11日　資本金：2億バーツ　 従業員数：190名�

■ 海外製造会社�

CO２排出量�
（t-c）�

富士通テン東日本�

富士通テン中部�

富士通テン西日本�

エネルギー使用量�
（電力換算/MWh）�

廃棄物排出量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

用水使用量�
（m３）�

CO２排出量�
（t-c）（＊）�

エネルギー使用量�
（電力換算/MWh）�

廃棄物再資源化率�
（％）�

廃棄物排出量�
（ｔ）�

廃棄物最終処分量�
（ｔ）�

用紙購入量�
（ｔ）�

用水使用量�
（m３）�

ＦＴＣＡ�

ＦＴｄＭ�

ＦＴＣＰ�

天津富士通天�

FTTL

３１０.２�

８２.９�

２６０.６�

２８.９�

７.５�

２３.６�

６.０�

０.１�

１.０�

１.８�

０.３�

１.７�

４１２�

３４４�

５２８�

３,９８５�

５,９０１.８�

１６,３７１�

６,３２１.４�

７８６.８�

３６３.５�

５３１.２�

１,９４０.５�

６７３.９�

７１.１�

４６�

７３�

９０�

９４�

４９�

２２８�

６６２�

２５４�

３１�

４３�

１２３�

１７７�

２６�

２�

２２�

４.５�

２.４�

０.６�

３.７�

０.８�

４,９２７�

１０,０８２�

３５,０６３�

４６,０３６�

８,６１７�

＊CO２排出量の換算値は、国内の換算係数を使用しています。�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

水  質�

項　目� 規制値� 自主基準�測定値�

大  気�

騒  音�

振  動�

栃木富士通テン（所在地　栃木県小山市）�

２００２年度 環境関連法に関するデータ�

■ 排出量   ■ 最終処分量   -●- 再資源化率�

■ CO2排出量   �
-●- 生産高当たりのCO2排出量�

■ 鉛   -●- 原単位�

廃棄物排出量と再資源化率の推移�

■ 廃棄物減量化対策� ■ 有害物質使用削減対策�

■ 地球温暖化対策�

3. 栃木富士通テンの活動実績�
　栃木富士通テンは、栃木県小山市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、カーＡＶ製品を製造する

敷地面積約２５,７００m２、従業員２７８名（２００３年３月末現在）の工場です。�
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排        水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共下水道に放流�

大　　  気 ： 燃料はＡ重油を使用�

騒音・振動 ： その他の地域�

注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。�

 　   過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。�

注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。�

�

IPA使用量の推移�

４.５ｔ�

紙くず ３５％�

木くず�
６％�

金属くず�
２２％�

廃プラスチック�
３６％�

その他 １％�

うち特別管理産業廃棄物 ２t（０.６％）�
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環境保全活動の沿革�

環境マネジメント� 年 度� 環境パフォーマンス�

Ｑ１． ２００２年度版の環境報告書をお読みになったことがありますか。�

 □  あ     る □  な     い��

Ｑ２． ２００２年度版の環境報告書と比較して、どのようにお感じになりましたか。�

 □  良くなった □  あまり変わらない □  悪くなった��

Ｑ３． 富士通テンの環境保全活動についてご存知でしたか。�

 □  知っていた □  少し知っていた □  知らなかった��

Ｑ４． 本報告書をご覧になってどのようにお感じになりましたか。�

 □  良くできている □  普通 □  あまり良くない��

Ｑ５． 本報告書の内容で良かったと思われる点は何ですか。�

                                                                                            �

                                                                                            �

                                                                                            �

Ｑ６． 本報告書の内容で不備だと思われる点は何ですか。�

                                                                                            �

                                                                                            �

                                                                                            �

Ｑ７． 本報告書の存在を何でお知りになりましたか。�

 □  新聞    □  雑誌    □  当社のホームページ    □  当社の従業員    □  友人・知人    □  その他（   　　     ）�

Ｑ８． 本報告書をどのような立場でお読みになられていますか。�

 □  当社製品のお客様 □  環境専門家 □  企業の購買（調達）担当者 □  行政関係者��

 □  一般消費者 □  当社事業所の近隣住民 □  企業の環境担当者 □  外部調査機関��

 □  学生 □  報道関係 □  環境ＮＧＯ □  その他（  　　      ）�
�

ご協力ありがとうございました。差し支えなければ下記にもご記入ください。�

ご氏名                                        　　　　　　　　　　　性別 ： □  男     □  女   　 年齢 ：      ��

ご住所                                        　　　　　　　　　　　Ｅメールアドレス ：                     ��

ご職業（お勤め先・所属・役職・学校名など）                                            �
�

富士通テン株式会社地球環境部�

Tel 078-682-2029

　２００３年度環境報告書を最後までお読みいただき、ありがとうございました。�

　次回報告書を作成する際の参考とさせていただきますので、下記項目をご記入の上、ＦＡＸいただければ幸いです。�

　なお、本頁が切り取りにくい場合は、お手数ですが当社環境ホームページからダウンロードしてお送りください。�

　http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/

ＦＡＸ ： 078－671－7160

２００１�

２０００�

１９９９�

１９９８�

１９９７�

１９９６�

１９９５�

１９９４�

２００２�

アンケートＦＡＸ用紙　 富士通テン地球環境部行�

・第４期 富士通テングループ環境取り組みプランを策定�
 （２００３年３月）�

・グリーン製品第１号を市販カーＡＶ市場に投入（２００１年７月）�

・市販カーオーディオのピンジャックキャップに生分解性プラス
チックを採用（１９９８年 ８月）�

・ 特定フロンの使用を全廃 （１９９４年 ２月）�

・ 1,1,1-トリクロロエタンの使用を全廃 （１９９３年 １２月）�

・栃木富士通テンがゼロエミッションを達成（２００３年１月）�

・本社工場・中津川工場がゼロエミッションを達成（２００２年９月）�

・代替フロンの使用全廃（２００２年９月）�

・鉛フリーはんだを使用したグリーン製品を市販カーＡＶ市場 
に投入（２００２年７月）�

・富士通グループ植林活動への参画（２００２年 １月）�

・グリーン調達ガイドラインを制定（２００１年 ９月）�

・環境ラベルを制定（２００１年 ５月）�

・環境パフォーマンス指標を導入�

・環境パンフレット「環境保全の取り組み」を発行（１９９８年 １２月）�

・ＦＴＣＰ（フィリピン）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９８年 １０月）�

・グリーン製品認定基準を設定�

・栃木富士通テンがＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 １０月）�

・中津川工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 ８月）�

・本社工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年 ６月）�

・第２期 環境行動計画を策定（１９９７年 １月）�

・本社工場が防災福祉コミュニティに参画（１９９６年 ９月）�

・製品環境アセスメントシステムを導入�

・本社工場が六甲山クリーンハイキングに団体参加（１９９４年 １０月）�

１９９３�・第１期 環境行動計画を策定（１９９３年 １１月）�

１９９２�・社内広報誌「みんなの地球」第１号を発行（１９９３年 ２月）�

・地球環境課が発足（１９９２年 １２月）�

・地球環境憲章を制定（１９９２年 １１月）�

・地球環境委員会が発足（１９９２年 ６月）�

・第３期 環境行動計画を策定（２０００年 ３月）�

・天津富士通天（中国）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年 １２月）�

・地球環境部が発足（１９９９年 １０月）�

・ＦＴＣＡ（アメリカ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年 ６月）�

・第１回社内ミニ環境展を開催 （１９９９年 ６月）�

・社内広報誌「みんなの地球」のイントラネット上での展開を 
開始 （１９９９年 ６月）�

・環境会計を導入�

・天津富士通天（中国）がボランティア植林に参加（２０００年 ３月）�

・ＦＴｄＭ（メキシコ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（２０００年 ６月）�

・環境報告書の初版を発行（２０００年 ８月）�

ご回答いただいた内容は、今後の環境報告書制作の参考としてのみ使用し、

他の目的には一切使用いたしません。�
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印刷：凸版印刷株式会社�

富士通テン株式会社�
〒652-8510　神戸市兵庫区御所通1-2-28　TEL 078-671-5081�

この報告書の内容に関するお問い合わせは�

地球環境部　TEL 078-682-2029

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/

この報告書の内容は、�

インターネットホームページでもご覧いただけます。�

発　　　　行：2003年7月�
次号発行予定：2004年7月�

アロマフリー型大豆油インキを使用�
しています。�

※この環境報告書は再生紙を使用しています。�

～人と地球のハーモニー～�

人と自然の触れ合う、安らぎに満ちた地球を子供たちに

残して行きたい。そんな私たちの願いを絵に託しました。�


